
今後の一般廃棄物中間処理施設整備検討報告書（概要版）

・水銀大気排出の規制・・・５０μｇ/Nm3

・施行日・・・・・・・・・平成３０年４月１日

（又は水俣条約発効日）

・経過措置・・・・・・・改修が必要な施設は

施行後２年以内に改修

・改修案・・・・・・・・・排ガスへの活性炭吹込み

による水銀吸着

大気汚染防止法等の改正

・再延命化事業費・・・・・５,８７２百万円（税込、１０％）

・再延命化工事期間・・・平成３８～４０年度 ３年間

・二酸化炭素削減効果・３.７％

・再延命化期間・・・・・・平成３８～５０年度（５７年度※）

１８年間（２５年間※）

供用期間４１年６ヶ月（４８年６ヶ月※）

※次期更新期限まで運転

○プラント設備の健全度

すべての設備が「支障なし」、又は「軽微な劣化が見られるが、機能に支障なし」

○建築コンクリートの圧縮強度と中性化深さ

コア抜き取り（焼却施設１、粗大ごみ処理施設２、煙突１）後のコンクリートの圧縮強度は２５.８～３７.０N/㎜2で

設計基準強度２１.０N/㎜2を上回っている。

中性化深さは１.１～３６.０㎜で供用期間中には鉄筋腐食の可能性は低いと思われる。

現施設の機能調査結果

国の「廃棄物処理施設整備計画」の改訂等を踏まえ、北海道や構成市町村のごみ

処理基本計画との整合性を図るため、広域化の推進とごみ処理施設等の整備等に

ついて、今後の進め方等を整理

平成２７年度 ごみ処理基本計画の改訂

改訂した「ごみ処理基本計画」に基づき、将来にわたり、排出されたごみを安全に安

定した処理を切れ目なく継続するために、現在のくりりんセンターの施設診断等を行

い、再延命化と施設更新の両面から総合検討し、今後の中間処理施設の整備方針

づくりに向けた基礎資料として整理

平成２８年度 中間処理施設整備検討
○国は平成３０年度に新たな「廃棄物処理施設整備計画」を改訂する予定

○平成３０年度以降の基本構想等の策定にあたり、事前に調査・検討を実施し、

新施設の整備に向けた事業工程表等を整理

①強靭な廃棄物処理システムの確保（改善含む）と３Ｒの推進の検討

②環境保全に関する法基準（大気、騒音、振動、悪臭、水質）等の整理

③未加入団体との調整と広域化推進の検討

④省エネ・創エネに配慮した焼却処理方式の検討

⑤建設候補地の選定に係る基本事項等の整理と評価

⑥循環型社会形成推進交付金の交付要件の整理と事業手法等の検討

平成２９年度 施設更新に向けた基礎調査

総
合
検
討
結
果

○施設の長寿命化計画の稼働年数

・これまでは概ね２０～２５年程度で焼却施設を廃止

・国が示す長寿命化の手引き等は概ね３０～３５年

程度を設定

・くりりんセンターと同時期に運転を開始した施設の

大半が３０年の稼働計画

・施設の健全度は概ね良好だが、経年劣化により

点検補修費が拡大

○排ガスのダイオキシン類基準値

１ng-TEQ/Nm3 ⇒ 0.１ng-TEQ/Nm3

○廃プラスチック

減容埋立処分 ⇒ 熱回収（焼却処理）

【燃やさないごみ】 【燃やすごみ】

検討にあたっての課題

（供用開始） 平成８年１０月１日 （２０年４ヶ月運転中）

（焼却能力） ３３０ｔ／日（１１０ｔ／日×３炉） ２炉運転

（焼却方式） ストーカ炉

（搬 入 量） ７１,６７６ ｔ（Ｈ２７実績） ９市町村

（焼 却 量） ６６,６５２ t

（破砕能力） ８０ｔ／５ｈ

（売電電気量） １８,４６２,９００ ｋｗｈ／年（Ｈ２７実績）

くりりんセンターの概要と運転状況

ごみ搬入量及び焼却量についてはリサイクルの推進や人口

減少等に伴い、緩やかながら減少傾向に推移している

再延命化の検討 （工期３年、延命期間 平成３８～５０年度 １３年間）
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大型ごみ・不燃ごみ処理施設

金額（百万円、税抜）

○概算維持管理費
（単位：百万円/年、税抜）

560

プラント 465

建築 19

計 484

-145

899

人件費・運転管理費

売電費

合計ⓑ

維持補修費

○再延命化概算工事費 （単位：百万円、税抜）

4,875
463
2,257
210
7,805

交 付 金 362
起 債 5,567
一般財源ⓐ 1,876

計 7,805

プラント

建築

合計

財源内訳

焼却処理施設

大型・不燃ごみ処理施設

工場棟

管理棟

平成３８年度以降、新しい施設で

ごみ処理を行なうのが望ましい

ごみ焼却量実績

ごみ搬入量実績

施設更新の検討（工期 ４.５～５年）

（供用開始） 平成３８年１０月１日 （想定）

（焼却能力） ２３０ｔ／日（１１５ｔ／日×２炉） ２炉運転

（焼却方式） ストーカ炉 【過去５年国内実績８５％】

（搬 入 量） ７１,８０７ｔ（Ｈ３８推計） ９市町村＋清水町

（焼 却 量） ６１,４５２ｔ

（破砕能力） ４０ｔ／５ｈ

（売電電気量） １３,６００,０００ｋｗｈ／年

・イニシャルコスト（一般財源）の比較

ⓐ（再延命）－ⓒ（施設更新）＝４１百万円

・ランニングコストの比較

ⓑ（再延命）－ⓓ（施設更新）＝３６５百万円

○施設更新概算工事費 （単位：百万円、税抜）

19,600
4,500
900
450
350

25,800
財源内訳 交 付 金 8,391

起 債 15,574
一般財源ⓒ 1,835

計 25,800

合計

管理棟

敷地造成
外構

焼却処理施設

大型・不燃ごみ処理施設

○概算維持管理費
（単位：百万円/年、税抜）

459
維持補修費 251
売電費 -176

534

人件費・運転管理費

合計ⓓ

ライフサイクルコスト

（ｔ）

（単位：千円、税抜）

5,115,500 -

- 19,113,500

9,581,300 6,699,800

14,696,800 25,813,300

現施設 0 0

新施設 - 5,225,500

合計（残存価値控除後） 14,696,800 20,587,800

施設更新費

延命化工事費

運転維持管理費

-5,891,000

廃
棄
物
処
理
Ｌ
Ｃ
Ｃ

計

残存価値

①－②

施設延命化
①

施設更新
②

検討期間
（平成34年度～50年度：17年間）

地域の住民生活や経済活動を支える

重要なライフラインとして、安全性と安

定性を最も重視しながら、極力リスク

を回避することが求められる

環境負荷削減、エネルギー回収、ごみ排出・収集負担軽減

（単位：千円、税抜）

延命化工事費 3,704,300 -

- 7,203,900

運転維持管理費 9,581,300 6,699,700

13,285,600 13,903,600

現施設 0 0

新施設 - 1,967,800

13,285,600 11,935,800

計

残存価値

施設更新費

合計（残存価値控除後）

①－② 1,349,800

廃
棄
物
処
理
Ｌ
Ｃ
Ｃ

施設延命化
①

施設更新
②

検討期間
（平成34年度～50年度：17年間）

事業費ベース 一般財源（実負担）ベース

ライフサイクルコストは事業費ベース

では延命化が更新より有利であるが、

交付税等を考慮した一般財源（実負

担ベース）では更新が有利


